
守山市建築設計業務共通仕様書 

 

第１章 総則 

１．１適用 

１ 本共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）は、建築設計業務（建築意匠、建築

構造、電気設備、機械設備の設計業務および積算業務をいうものとし、以下「設計業

務」という。）に適用する。 

２ 設計仕様書は、相互に補完するものとする。ただし、設計仕様書の間に相違がある

場合、その優先順位は、次の(1)から(5)の順序のとおりとする。 

(1) 質問回答書 

(2) 現場説明書 

(3) 別冊の図面 

(4) 特記仕様書 

(5) 共通仕様書 

３ 受注者は、前項の規定により難い場合または設計仕様書に明示のない場合若しくは

疑義を生じた場合には、監督職員と協議するものとする。 

１．２ 用語の定義 

共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各項に定めるところによる。 

１ 「監督職員」とは、契約図書に定められた範囲内において受注者または管理技術者

に対する指示、承諾または協議の職務等を行う者で、発注者が定めた者をいう。 

２ 「検査員」とは、設計業務の完了の確認、部分払の請求に係る既履行部分の確認お

よび部分引渡しの指定部分に係る業務の完了の確認を行う者で、発注者が定めた者を

いう。 

３ 「管理技術者」とは、契約の履行に関し、業務の管理および統轄等を行う者で、受

注者が定めた者をいう。 

４ 「契約図書」とは、契約書および設計仕様書をいう。 

５ 「設計仕様書」とは、質問回答書、現場説明書、別冊の図面、特記仕様書および共

通仕様書をいう。 

６ 「質問回答書」とは、別冊の図面、特記仕様書、共通仕様書および現場説明書並び

に現場説明に関する入札等参加者からの質問書に対して、発注者が回答した書面をい

う。 

７ 「現場説明書」とは、設計業務の入札等に参加する者に対して、発注者が当該設計

業務の契約条件を説明するための書面をいう。 

８ 「別冊の図面」とは、契約に際して発注者が交付した図面および図面のもとになる

計算書等をいう。 

９ 「特記仕様書」とは、設計業務の実施に関する明細または特別な事項を定める図書



をいう。 

10 「共通仕様書」とは、設計業務に共通する事項を定める図書をいう。 

11 「特記」とは、１．１の２の(1)から(4)に指定された事項をいう。 

12 「指示」とは、監督職員または検査員が受注者に対し、設計業務の遂行上必要な事

項について書面をもって示し、実施させることをいう。 

13 「請求」とは、発注者または受注者が相手方に対し、契約内容の履行若しくは変更

に関して書面をもって行為若しくは同意を求めることをいう。 

14 「通知」とは、設計業務に関する事項について、書面をもって知らせることをいう。 

15 「報告」とは、受注者が発注者または監督職員若しくは検査員に対し、設計業務の

遂行に当たって調査および検討した事項について通知することをいう。 

16 「承諾」とは、受注者が発注者または監督職員に対し、書面で申し出た設計業務の

遂行上必要な事項について、発注者または監督職員が書面により同意することをいう。 

17 「協議」とは、書面により業務を遂行する上で必要な事項について、発注者と受注

者が対等の立場で合議することをいう。 

18 「提出」とは、受注者が発注者または監督職員に対し、設計業務に係る書面または

その他の資料を説明し、差し出すことをいう。 

19 「書面」とは、手書き、ワープロ等により、伝える内容を紙に記したものをいい、

発効年月日を記載し、署名または捺印したものを有効とする。緊急を要する場合は、

電子メール、ファクシミリ等により伝達できるものとするが、後日有効な書面と差し

替えるものとする。 

20 「検査」とは、検査員が契約図書に基づき、設計業務の完了の確認、部分払の請求

に係る既履行部分の確認および部分引渡しの指定部分に係る業務の完了の確認をする

ことをいう。 

21 「打合せ」とは、設計業務を適正かつ円滑に実施するために管理技術者等と監督職

員が面談等により、業務の方針、条件等の疑義を正すことをいう。 

22 「修補」とは、発注者が受注者の負担に帰すべき理由による不良箇所を発見した場

合に受注者が行うべき訂正、補足その他の措置をいう。 

23 「協力者」とは、受注者が設計業務の遂行に当たって、その業務の一部を再委託す

る者をいう。 

 

第２章 設計業務の範囲 

設計業務は、一般業務および追加業務とし、内容および範囲は次による。なお、分離分

割発注や対象施設の内容により設計業務により作成される図面等の部数および枚数等を増

減する場合や各種比較検討により予定面積等を増減等する場合については、契約書第５条

の変更の対象としない。 

１ 一般業務の内容は、平成31 年国土交通省告示第98 号（以下「告示」という。）別



添一第１項に掲げるものとし、範囲は特記による。 

２ 追加業務の内容および範囲は次に掲げるものおよび特記による。 

(1) 特記に示す予定面積、予定構造、予定階数について、各種比較検討を行い、適切

な面積等を決定する。 

(2) 主設備の動力源、方式等についてもランニングコスト等比較検討を行い、監督職

員と協議し、決定する。これらに伴う比較検討書を作成する。 

(3) 積算業務（積算数量算出書の作成、単価資料の作成、見積徴収、見積検討資料の

作成）および工事費内訳明細書の作成 

(4) 計画通知手続き、各種法令手続および申請、届出、許可等受理事務 

(5) 概略工事工程表の作成 

(6) 工事施工に伴う仮設工事の立案および共通仮設費の積み上げ 

(7) 工事内容等に関する地元説明会、関係機関への説明会等への出席 

なお(2)については、杭等の基礎形状選定のための比較検討書等、部分構造の選定に関す

るものおよび便器数等設備設置数の検討書等、各種設備機器の仕様決定に関するものを含

む。 

また、(3)については、分離・分割発注による設計図書、工事費内訳明細書の分離・分割

作業、国費県費補助金申請等に係る業務補助（内訳書作成等）を含む。 

また、(4)については、次の(1)の手続きを除き、(2)の手続きを含む。 

(1) 都市計画法に係る手続き 

(2) 景観計画に係る手続き（手続きに必要なパース図等の作成を含む） 

 

第３章 業務の実施 

３．１ 業務の着手 

１ 受注者は、契約締結時に発注者に対し、「重要事項説明書」により契約の内容およ

びその履行に関する事項を説明しなければならない。 

２ 受注者は、設計仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後14 日以内に設計業務に

着手しなければならない。この場合において、着手とは、管理技術者が設計業務の実

施のため監督職員との打合せを開始することをいう。 

３．２ 設計方針の策定等 

１ 受注者は，業務を実施するに当たり、設計仕様書および監督職員の指示を基に設計

方針の策定（告示別添一第１項第一号イに掲げる基本設計方針の策定および第二号イ

に掲げる実施設計方針の策定をいう。）を行い、業務当初および変更の都度、監督職

員の承諾を得なければならない。 

２ 受注者は、計算書に、計算に使用した理論、公式の引用、文献等並びにその計算過

程を明記するものとする。 

３ 電子計算機によって計算を行う場合は、プログラムと使用機種について、あらかじ



め監督職員の承諾を得なければならない。 

３．３ 適用基準等 

１ 受注者が、業務を実施するに当たり、適用すべき基準等（以下「適用基準等」とい

う。）は、特記による。特記が無い場合は別添１に示す基準を適用する。 

２ 受注者は、適用基準等により難い特殊な工法、材料、製品等を採用しようとする場

合は、あらかじめ監督職員と協議し、承諾を得なければならない。 

３ 適用基準等で市販されているものについては、受注者の負担において備えるものと

する。 

３．４ 提出書類 

１ 受注者は、発注者が指定した様式により、契約締結後に、関係書類を監督職員を経

て、速やかに発注者に提出しなければならない。ただし、現場説明の際指定した書類

を除くものとする。 

２ 受注者が発注者に提出する書類で様式および部数が定められていない場合は、監督

職員の指示によるものとする。 

３ 前２項の提出書類に含まれる成果物が著作権法（昭和45年法律第48号）第２条第１

項第１号に規定する著作物（以下本条において「著作物」という。）に該当する場合

には、当該著作物に係る受注者の著作権（著作権法第21条から第28条までに規定する

権利をいう。）を当該著作物の引渡し時に無償で譲渡する。 

４ 第１項および第２項の提出物を提出にあたり、管理技術者はその内容を十分確認し

なければならない。また、その提出物には、受注者の氏名、管理技術者の資格氏名お

よび担当者の資格氏名を明示し、それぞれがその責任において押印した上で提出する

こと。 

３．５ 業務計画書 

１ 受注者は、契約締結後14 日以内に業務計画書を作成し、監督職員に提出し承諾を受

けなければならない。 

２ 業務計画書の内容は、設計業務に必要な内容とし、監督職員と協議により決定する。 

３ 受注者は、業務計画書の内容を変更する必要が生じた場合は、理由を明確にし、そ

の都度監督職員と協議し、承諾を得られた場合は、変更業務計画書を提出しなければ

ならない。 

４ 監督職員が指示した事項については、受注者は更に詳細な業務計画に係る資料を提

出しなければならない。 

３．６ 守秘義務 

受注者は、契約書の規定に基づき、業務の実施過程で知り得た秘密を第三者に漏らして

はならない。 

３．７ 再委託 

１ 受注者は、設計業務における総合的な企画および判断並びに業務遂行管理部分を、



契約書の規定により、再委託してはならない。 

２ 受注者が、コピー、ワープロ、印刷、製本、計算処理（構造計算、設備計算および

積算を除く）、トレース、資料整理、模型製作、透視図作成等の簡易な業務を第三者

に再委託する場合は、契約書第３条の規定に関わらず、発注者の承諾を必要としない。 

３ 受注者は、第１項および第２項に規定する業務以外の再委託に当たっては、発注者

の承諾を得なければならない。 

４ 受注者は、設計業務を再委託する場合は、委託した業務の内容を記した書面により

行うこととする。なお、協力者が発注機関の競争入札参加資格者である場合は、入札

参加資格停止期間中であってはならない。 

５ 受注者は、協力者および協力者が再々委託を行うなど複数の段階で再委託が行われ

るときは当該複数の段階の再委託の相手方の住所、氏名および当該複数の段階の再委

託の相手方がそれぞれ行う業務の範囲を記載した書面を更に詳細な業務計画に係る資

料として、監督職員に提出しなければならない。 

６ 受注者は、協力者に対して、設計業務の実施について適切な指導および管理を行わ

なければならない。また、複数の段階で再委託が行われる場合についても必要な措置

を講じなければならない。 

３．８ 特許権等の使用 

受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護され

る第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている履行方法を使用すると

きは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。また、特許権等の対象であ

る履行方法を発注者が指定した場合は、その履行方法の使用について発注者と協議しなけ

ればならない。 

３．９ 監督職員 

１ 発注者は、監督職員を定め、受注者に通知するものとする。 

２ 監督職員は、指示、承諾、協議等の職務を行うものとする。 

３ 監督職員が指示、承諾、協議等を行うときは、書面により行うものとする。ただし、

緊急を要する場合は、口頭による指示等を行うことができるものとする。 

４ 監督職員が、口頭による指示等を行った場合、受注者は７日以内に書面によりその

内容を確認するものとする。 

３．10 管理技術者 

１ 受注者は、管理技術者を定め、発注者に通知しなければならない。なお、管理技術

者は、日本語に堪能でなければならない。 

２ 管理技術者の資格要件は、特記による。 

３ 管理技術者は、業務の技術上の管理および統轄を行うものとする。 

４ 管理技術者は、関連する他の設計業務が発注されている場合は、円滑に業務を遂行

するために、相互に協力しつつ、その受注者と必要な協議を行わなければならない。 



３．11 貸与品等 

１ 業務の実施に当たり、貸与または支給する図面、適用基準およびその他必要な物品

等（以下「貸与品等」という。）は、特記による。 

２ 受注者は、貸与品等の必要がなくなった場合は、速やかに監督職員に返却しなけれ

ばならない。 

３ 受注者は、貸与品等を善良な管理者の注意をもって取扱わなければならない。万一、

損傷した場合は、受注者の責任と費用負担において修復するものとする。 

４ 受注者は、設計仕様書に定める守秘義務が求められるものについては、これを他人

に閲覧させ、複写させ、または譲渡してはならない。 

３．12 関連する法令、条例等の遵守 

受注者は、設計業務の実施に当たっては、関連する法令、条例等を遵守しなれければな

らない。 

３．13 関係官公庁への手続き等 

１ 受注者は、設計業務を実施するため、関係官公庁等に対する諸手続きが必要な場合

は、速やかに行うものとし、その内容を監督職員に報告しなければならない。 

２ 受注者が、関係官公庁等から交渉を受けたときは、速やかにその内容を監督職員に

報告し、必要な協議を行うものとする。 

３ 受注者は、設計業務の実施に当たっては、発注者が行う関係官公庁等への手続きの

際に協力しなければならない。 

３．14 打合せおよび記録 

１ 設計業務を適正かつ円滑に実施するため、管理技術者と監督職員は常に密接な連絡

をとり、業務の方針、条件等の疑義を正すものとし、その内容については、その都度

受注者が書面（打合せ記録簿）に記録し、相互に確認しなければならない。 

２ 設計業務着手時、設計仕様書に定める時期および監督職員の指示する時期において、

管理技術者と監督職員は打合せを行うものとし、その結果について、管理技術者が書

面（打合せ記録簿）に記録し、相互に確認しなければならない。 

３．15 条件変更等 

受注者は、業務を行うに当たり、次の各号の一に該当する事実を発見したときは、その

旨を直ちに監督職員に通知し、その確認を請求しなければならない。 

(1) 図面、仕様書、現場説明書およびこれらの図書に係る質問回答書並びに現場説明

に対する質問回答書が一致しないこと（これらの優先順位が定められている場合を

除く。） 

(2) 設計仕様書に誤謬または脱漏があること。 

(3) 設計仕様書の表示が明確でないこと。 

(4) 履行上の制約等設計仕様書に示された自然的または人為的な履行条件が実際と

相違すること。 



(5) 設計仕様書に明示されていない履行条件について予期することのできない特別

な状態が生じたこと。 

３．16 一時中止 

発注者は、次の各号に該当する場合は、設計業務の全部または一部を一時中止させるも

のとする。 

(1) 関連する他の設計業務の進捗が遅れたため、設計業務の続行を不適当と認めた場  

合 

(2) 天災等の受注者の責に帰すことができない事由により、設計業務の対象箇所の状

態や受注者の業務環境が著しく変動したことにより、設計業務の続行が不適当また

は不可能となった場合 

(3) 受注者が契約図書に違反し、または監督職員の指示に従わない場合等、監督職員

が必要と認めた場合 

３．17 履行期間の変更 

１ 受注者は、契約書の規定に基づき、履行期間の延長変更を請求する場合は、延長理

由、延長日数の算定根拠、修正した業務工程表、その他必要な資料を発注者に提出し

なければならない。 

２ 受注者は、契約書の規定に基づき、履行期間を変更した場合は、速やかに修正した

業務工程表を提出しなければならない。 

３．18 修補 

１ 受注者は、監督職員から修補を求められた場合は、速やかに修補をしなければなら

ない。 

２ 受注者は、検査に合格しなかった場合は、直ちに修補をしなければならない。なお、

修補の期限および修補完了の検査については、検査員の指示に従うものとする。 

３．19 設計業務の成果物 

１ 契約図書に規定する成果物には、特定の製品名、製造所名またはこれらが推定され

るような記載をしてはならない。ただし、これにより難い場合は、あらかじめ監督職

員と協議し、承諾を得なければならない。 

２ 国際単位系の適用に際し疑義が生じた場合は、監督職員と協議を行うものとする。 

３ 受注者は、設計仕様書に規定がある場合または監督職員が指示し、これに同意した

場合は、履行期間途中においても、成果物の部分引渡しを行わなくてはならない。 

３．20 検査 

１ 受注者は、発注者に対して、契約書第11条に規定する業務完了届の提出をもって業

務の完了を通知する。また受注者は、業務の完了を通知する時までに、業務報告書お

よび指示、請求、通知、報告、承諾、協議、提出および打合せに関する書面その他検

査に必要な資料等の整備を完了し、監督職員に提出しておかなければならない。 

２ 検査員は、監督職員および管理技術者の立会のうえ、契約図書に基づき次の各号に



掲げる検査を行うものとする。 

(1) 設計業務成果物の検査 

(2) 設計業務履行状況の検査（指示、請求、通知、報告、承諾、協議、提出および打

合せに関する書面その他検査に必要な資料により検査する） 

 

 



別添１　（適用基準等一覧）

基準

1 国家機関の建築物及びその附帯施設の位置・規模・構造の基準 参考

2 新営一般庁舎面積算定基準 同上

3 官庁施設の基本的性能基準 適用は監督職員との協議による

4 官庁施設の総合耐震計画基準 同上

5 官庁施設の総合耐震診断・改修基準 同上

6 官庁施設の環境保全性に関する基準 同上

7 官庁施設の環境保全性に関する診断・改修計画基準 同上

8 官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準 同上

9 官庁施設の防犯に関する基準 同上

10 公共建築工事標準仕様書 適用

11 公共建築改修工事標準仕様書 適用は監督職員との協議による

12 木造建築工事標準仕様書 同上

13 建築物解体工事共通仕様書 同上

14 公共建築設備工事標準図 適用

15 営繕事業のプロジェクトマネジメント要領 適用は監督職員との協議による

16 官庁施設の企画書及び設計説明書作成要領 同上

17 建築設計基準 適用

18 建築構造設計基準 同上

19 建築工事設計図書作成基準 同上

20 建築工事標準詳細図 同上

21 構内舗装・排水設計基準 適用は監督職員との協議による

22 擁壁設計標準図 同上

23 敷地調査共通仕様書 同上

24 建築設備計画基準 同上

25 建築設備設計基準 同上

26 建築設備工事設計図書作成基準 同上

27 排水再利用・雨水利用システム計画基準 同上

28 公共建築工事積算基準 適用

29 公共建築工事標準単価積算基準 同上

30 公共建築数量積算基準 同上

31 公共建築設備数量積算基準 同上

32 公共建築工事共通費積算基準 同上

33 公共建築工事内訳書標準書式　（建築工事編、設備工事編） 同上

34 公共建築工事見積標準書式　（建築工事編、設備工事編） 同上

35 工事監理ガイドライン 同上

36 営繕工事積算チェックマニュアル 同上
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http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun_touitukijyun_y_ippan_menseki.htm
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http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun_touitukijyun_sogotaishin.htm
http://www.mlit.go.jp/gobuild/sesaku/taisin/siryou/taisin4.htm
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun/kankyouhozen_kijyun.pdf#
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun/shindan_kaisyu_kijyun.pdf#
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun_060411_ud_kijyun.htm#
http://www.mlit.go.jp/common/000042413.pdf#
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun_touitukijyun_hyoujyun_siyousyo_s.htm#
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun_touitukijyun_hyoujyun_siyousyo_k.htm#
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun_mokuzou_shiyousyo.htm#
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun/kaitai_shiyousho.htm#
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun_touitukijyun_hyoujyunzu.htm#
http://www.mlit.go.jp/common/000045468.pdf#
http://www.mlit.go.jp/common/000045469.pdf#
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun/sekkei/kennchikusekkei.pdf#
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun/kouzou/sekkeikijyun.htm#
http://www.mlit.go.jp/common/000038966.pdf#
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun/a_hyoujyun_shosaizu.htm#
http://www.mlit.go.jp/common/000037629.pdf#
http://www.mlit.go.jp/common/000037628.pdf#
http://www.mlit.go.jp/common/000037943.pdf#
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun/040810haisuikijyun.pdf#
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun_touitukijyun_s_sekisan_kijyun.htm#
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun_touitukijyun_s_hyoujyun_bugakari.htm#
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun_touitukijyun_s_a_suuryou_sekisan_kijyun.htm#
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun_touitukijyun_setsubisuuryou_kijyun.htm#
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun_touitukijyun_kyoutuuhi_sekisan.htm#
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun_touitukijyun_s_utiwakesyo_syosiki.htm#


設計業務特記仕様書 

 

１ 業務名    北部図書館機能等整備工事設計業務 

２ 業務内容     基本設計および実施設計、既存建物の改修設計等 

３ 履行期間    契約締結日から令和３年３月 26 日まで 

４ 種別                 守山市速野会館における増築およびそれらに関連する既存建

物の改修 

５ 建築予定場所等 

  

増築・既存改修

本館

駐輪場

物置

図書館 約200

多目的スペース等 約100

共用部（昇降機含む） 約80

構造体

建築非構造部材

建築設備

Ａ類

乙類

11.10

図書館・地域コミュニティ（多目的スペース等）機能の充実

化を目的とし、共用部・昇降機を含めた増築を行なう。ま

た、必要に応じて既存建物の改修を行なう。

鉄筋コンクリート造

２階

Ⅱ類

約290,000,000円

公民館・図書館

（平成31年国土交通省告示第98号別添ニ第12号第１類・２類）

1,374.20

500.75

19.34

速野会館

守山市水保町2236

（建蔽率70％　容積率200％）

市街化調整区域

指定なし

延べ面積（㎡）

整備概要

主要構造（既存建物）

階数

施設名

建築予定場所（所在地）

都市計画法第８条の区域区分

概算費用（税抜き）

予定建築物

用途等

用途

敷地面積（㎡）

耐震安全性の分類

都市計画法第７条の区域区分

増築予定延べ面積（㎡）

 

６ 設計条件等 

  各工事共通の基本方針 

(1) 施設配置計画については会館・支所業務の実情を踏まえたうえで、機能的な配置

を検討し提案する。 

(2) 守山市市民協働課および守山市図書館、速野会館職員より意見聴取を行う。また

守山市を介して地元市民等の意見を可能な限り設計へ反映する。 

(3) 建物の既存不適格部分の改修および増築に伴い発生する改修も併せて行う。 

(4) 建物の省エネルギーに配慮し、維持管理と長寿命化に配慮した計画とする。 

(5) ユニバーサルデザイン、バリアフリー化を考慮し計画する。 



(6) 本計画により外構の更新工事が必要となる場合は、併せて計画する。 

(7) 建設予定地に隣接する周辺家屋等に配慮し、臭気や機器作動時に発生する騒音等

の影響を可能な限り抑える。 

(8) 設計にあたっては、監督職員と協議し現地を十分調査する。 

(9) 本設計に係る工事作業は、令和３年度内に行うものとする。 

(10) 基本設計および本工事に係る概算工事費の算出について、令和２年 12 月 15 日

までに完了し提出すること。 

計画の基本条件 

  (1) 整備の概要 

 ア 既存敷地内において会館の増築を行うにあたり、駐車場も含めた敷地全体を計画

の対象とする。駐車場等の必要台数は下記のとおり現況の台数確保を原則とし、必

要に応じ外構工事（駐輪場の移設等）を検討する。 

 ・車いす使用者用駐車スペース：１台 

 ・普通車駐車スペース：11 台（うち１台は電気自動車用充電スタンドを設置） 

・駐輪場：19.34 ㎡ 

   イ 図書館機能（200 ㎡程度）、コミュニティ機能（100 ㎡程度）、共用部をあわせ、

380 ㎡程度の増築を想定している。 

   ウ 既設建物の耐震診断判定の結果をもとに、必要に応じ耐震補強・改修設計を行

う。（耐震診断の受託者と診断結果および改修方針等について綿密に打合せ

を行なうこと） 

   エ バリアフリー化を検討し、昇降機の設置を行なう。 

   オ 建築物の外観においては、既存建物の外観も含め調和のとれた形態・意匠とす

る。 

   カ 計画部分の内装については、可能な限りびわ湖材等の木材を利用し、温かみの

ある空間を計画する。 

(2) コンセプト 

地域の読書環境を整備するとともに、乳幼児から高齢者までの皆が集い、地域

全体の活性化と住民交流に寄与できる施設とする。 

  (3) 図書館機能 

   ア 蔵書規模：一般書 8,000 冊、児童書 20,000 冊、雑誌 30 冊程度とする。 

     イ 運営方針：司書を配置し、貸出、返却、予約、レファレンス、読書相談、絵本

の読み聞かせ、子育てに関する情報提供等を実施する。 

(4) コミュニティ機能 

  地域住民が集える多目的スペースを設け、イベントや展示等に活用し、住民同士

の交流を図る空間を設ける。 

７ 業務の内容 



業務は「守山市建築設計業務共通仕様書」（以下「共通仕様書」という。）に示す

一般業務および追加業務とし、共通仕様書に記載されていない内容および範囲は次に

よる。 

 (1) 一般業務の内容は、平成 31 年国土交通省告示第 98 号（以下「告示」という。）別

添一第１項に掲げるもののうち、次の範囲を除くものとする。 

    ・告示別添一第１項第三号に掲げる業務 

(2) 追加業務の内容は次の(3)から(13)の内容とする 

(3) 建物配置および諸室の配置計画に関する比較検討 

(4) 設計に係るボーリング調査（２箇所）：深さ 16ｍ 

①標準貫入試験：２箇所(16 回)、②孔内水平載荷試験：２回 

＊想定土質区分は別紙による。調査箇所については、本仕様書に規定する「12 貸

与資料」を参照し、監督員の承認を得たうえで決定すること 

(5) 既存建物の耐震診断判定の結果をもとに、必要に応じ耐震改修設計 

(6) バリアフリー化（昇降機設置）の設計 

(7) 施工方法の立案検討 

(8) 本工事および関連工事の予定施工工期・総合的な予定工程表の作成 

(9) 透視図の作成 

外観３枚（うち２枚は既存建物も含めた透視図）、内観２枚 Ａ３サイズ 

(10) 委託業務の対象となる工事の実施に係る法令上必要となる各種申請、および申請

に用いる資料の作成 

(11) 値入業務２回 

 (12) 議会、関係機関等への説明資料作成 

 (13) その他監督職員が必要として指示するもの 

８ 適用基準 

    適用基準は別添共通仕様書による 

９ 管理技術者等の資格要件 

    管理技術者の資格要件は次による。なお、受注者が個人である場合にあってはその

者、会社その他の法人である場合に合っては当該法人に所属する者を配置しなければ

ならない。 

(1) 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号。以下同じ。）第２条第２項に規定する一級建

築士（以下「一級建築士」という。） 

10 提出書類および提出部数等 

 (1) 提出書類 

①告示に掲げるもの 

②共通仕様書第２章第２(3)に係る積算関係資料および工事費内訳明細書 

③計画通知手続き、各種法令手続および申請、届出、許可等受理事務に係る関係



官庁の発行する通知書等および各種申請書等の写し 

④概略工程表 

⑤工事内容等に関する地元説明会資料および関係機関への説明会資料 

⑥11－(3)から(13)に係る成果物 

   ⑦設計に伴う関係緒官庁との協議結果 

   ⑧打ち合わせ記録簿 

   ⑨監督職員が指示する現場説明図書 

   ⑩その他監督職員が必要として指示するもの 

   (2) 提出部数等 

     上記(1)に示す書類毎に次に示す部数とする 

    ①下表のとおり 

図書名 サイズ 部数 

図面に関するもの 

設計原図 Ａ１ １ 

製本図書（ソフト緑表紙黒文字） Ａ１ ２ 

縮小製本図書（ソフト緑表紙黒文字） Ａ３ ２ 

白焼き Ａ３ ３ 

②１部 （打合せに必要な内訳書（案）は必要部数） 

③１部 （各種法令手続等に必要な書類については必要部数） 

④１部 

⑤２部 

⑥監督職員が必要として指示する部数 

⑦２部 

⑧１部 

⑨監督職員が必要として指示する部数 

⑩監督職員が必要として指示する部数 

11 設計図書の作成要領 

 (1) 設計図書等の作成にあたっては、出来得る限り重複表現を避け、不明確な箇所がな

いよう注意する。補助対象・対象外について区別し明示する。 

12 貸与資料 

  貸与資料は次に掲げるものとする。 

   ①速野会館図面（電子データはＪＷＷ形式とし、配置・平面図程度。） 

 ②建築当初（昭和 53 年）の杭打結果資料 

③過去の耐震診断資料（平成 14 年） 

④直近の計画通知書類（平成 15 年駐輪場 敷地内増築） 

13 留意事項等 



 (1) 業務は、関係法令、各種基準等によって行うこと。 

(2) 基本設計時に監督職員および関係者と十分協議を行い、実施設計作業時に問題が生

じないよう行うこと。また、実施設計に先立ち次の図書を提出し、事前に監督職員

の承認を受けること。 

   ・配置図、平面図、立面図、主要断面図、仕上表、工事費概算調書、構造計画書、

設備計画書、法令等適用整理表 

 (3) パソコン等を利用する場合は、記録媒体としてＣＤ等も納入するものとし、そのプ

ログラム等については、事前に監督職員と協議を行う。 

 (4) ＣＡＤ使用の場合はすべての図面データをＰＤＦ形式およびＤＸＦ形式またはＪ

Ｗ－ＣＡＤ形式にてＣＤ等に保存したものも提出すること。 

(5) 滋賀県が定める「だれもが住みたくなる福祉滋賀のまちづくり条例」に基づいた施

設であること。 

 (6)「滋賀県建築基準条例」に留意すること。 

(7)「守山市景観条例」に基づいた施設であること。 

(8) 設計にあたり、設計建物に対する障害物（地中埋設物等）、給排水、電気、ガス等

の供給施設の調査、関係機関との打合せを十分に行い、その結果を記録し報告する

こと。 

 (9) 業務の実施にあたっては担当課および関係機関と十分打合せを行うこと。 

 (10) 打合せや協議後、速やかに打合せ簿を作成し、監督職員の確認を受けてから保管

するものとし、求められたときは速やかに提出すること。 

 (11) 受託者は業務の内容について疑義がある場合、速やかに監督職員の指示を受けな

ければならない。 

 (12) 環境や省エネルギー等並びに維持管理の面についても十分に配慮し、適切な設計

を行うこと。なお、対応事項は、要点を文書で提出すること。 

 (13) 建築、電気、機械設備等の各設計において、相互の調整を図り、整合のとれた内

容とすること。 

 (14) 設計にあたっては、現地を十分調査し、設計内容と整合させること。 

(15) 工事費内訳明細書については次による。 

①「公共建築工事積算基準」（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）、「建築数量

積算基準・解説」（建築積算研究会）、設備工事については「建築設備数量積算

基準・同解説」（（財）建築コスト管理システム研究所）にもとづいて積算した

数量とする。 

②使用する単価は発注時期直近のものとし、必要に応じ単価の入替えを行う。 

③資材価格等決定順位等は「守山市建築工事に係る設計積算に関する取扱」による。   

(16) 工事着手後に設計内容に疑義等が生じた場合は、監督職員または工事監理業務受

託者と協力し、積極的に解決に努めること。 



 (17) この仕様書以外に、監督職員が指示する事項は、その指示に従うこと。 

 

 

別紙 

 地盤調査については「建築構造設計基準及び同解説」（国土交通省大臣官房官庁営繕部

整備課監修）により行い、予定実施箇所数、深さ、調査実施項目は次による。なお、本調

査実施にあたっては予備調査後、箇所、深さ、実施項目等の調査実施内容を提案し、監督

職員の承諾を受けること。調査の結果、想定地盤と現況地盤が著しく異なる場合は清算の

対象とする。 

 

予定深さ   16.0m 

予定実施項目  土質ボーリング（オールコアボーリングφ66 ㎜）：２箇所 

標準貫入試験（16ｍに対する標準貫入試験回数は 16 回とする。） 

：２箇所 

孔内水平載荷試験：２回 

 

想定地盤  

標準貫入試験

深度（ｍ） 層厚(m) 土質 回 土質

1.1 1.1 砂 1 砂

5.9 4.8 粘土 2 粘土

14 8.1 砂礫 3 粘土

14.55 0.6 粘土 4 粘土

17.05 2.5 砂礫 5 粘土

17.5 0.4 砂礫 6 砂礫

18.25 0.8 砂 7 砂礫

19.6 1.4 砂礫 8 砂礫

19.9 0.3 粘土 9 砂礫

20.8 0.9 砂礫 10 砂礫

21 0.2 砂礫 11 砂礫

12 砂礫

13 砂礫

14 粘土

15 砂礫

16 砂礫

17 砂礫

土質ボーリング

 


